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I.は じめに

　青森県の平均寿命は全国の下位であ り、改善の大きな

柱 として働 き盛 りの人たちの健康管理が重要な課題 と

なっている。下北圏域は従業員10人 未満の小規模事業所

が全事業所の84.4%を 占めてお り、そこで働 く人たちの

生涯を通 した継続的な健康づ くりをすすめるにあたり地

域 ・職域保健の連携 は不可欠であるが、地域 ・職域の連
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携は十分 とれていないのが現状である。

　当保健所では平成16年 度、17年 度の2ヶ 年間 「地域 ・

職域保健サービス共有化事業(国10/10事 業)」を実施 し、

現在も継続 し連携事業をすすめている。これまでの事業

を通し、地域 ・職域保健の連携づ くりによる健康づ くり

のとりくみ過程について報告する。

Ⅱ.事 業の目的

　下北圏域では働 き盛 りの健康づ くりを支援するための

社会資源は限られている。管内小規模事業所に勤務する

働 き盛 りの人たちの健康づ くりを推進するために、職域

保健 と地域保健が連携強化 をはか り社会資源を有効に活

用する。

Ⅲ.事 業内容

　 1　 平成16年 度

　　 1)「働 き盛 りの人たちの健康管理状況調査」の実施

　　　(1)対象:管 内従業員2人 以上50人 未満の事業所の

　　　　事業主

　　　(2)方法:郵 送による調査票の送付及び回収

　　　(3)回収:841事 業所(1571事 業所中53,5%)

　　　(4)内容:健 康診断の体制、社会資源の活用、健康

　　　　づ くりの活動について

　　 2)事 業所のための健康づ くり推進のための社会資

　　　源調査の実施

　　　調査先:職 域団体37ヶ 所、職域保健活動を活発に

　　　実施 していると思われる事業所

　　　19ヶ 所、健康づ くり活動を支援で きる団体15ヶ

　　　所、健康管理の専門機関等15ヶ 所

　　 3)下 北地域保健医療推進協議会保健対策部会での

　　　検討

　　 4)地 域 ・職域保健連携推進チーム会議での検討:

　　　職域団体、地域及び職域保健関係者を構成員 とし、

　　　健診体制アップ ・社会資源活用アップ ・健康づ く

　　　り活動アップの3グ ループで検討 した。1グ ルー

　　　プ8～9人 、それぞれ3回 ずつ同時開催とした。

　　 5)「働 き盛 りの人たちの健康管理状況調査結果の概

　　　要」作成、配布

　　 6)「事業所のための健康づ くりハン ドブック」作成、

　　　配布

　 2　 平成17年 度

　　 1)働 く人たちの健康管理状況調査報告会及び出前

　　　健康講座:延 べ8回 、237名 参加

　　 2)地 域 ・職域担当者研修会:下 北半島労働衛生大

　　　会 と併催、174名 参加

　　 3)働 き盛 りの健康づ くりを考える会:大 間町、風

　　　間浦村 をモデル地区に選定。商工会、漁業協同組

　　合、旅館組合、食品衛生協会、健康づ くり推進協

　　議会、保健協力員、食生活改善推進員会等 を構成

　　員、地域産業保健センター、地域の医師をオブザー

　　バーとして1地 区18～20名 。地域の健康問題につ

　　いて話 し合い、3回 ずつ開催 した。

　4)保 健所ホームページや広報紙 などによる情報提

　 供

　5)連 携事例集の作成、配布

　6)働 き盛 りの健康づ くり取 り組み事例報告会

3　 平成18年 度

　　圏域全体 を対象 とした研修会や職域団体等への出

前健康講座、ホームページのコラム更新、新たに大

間町、風間浦村における漁業協同組合等 との協力に

　よる健診の広報活動や受けやすい健診のあり方の検

討など町村事業 と連動 した活動へ展開を広めてい

　る。

Ⅳ.結 果

　 1.「 働 き盛 りの人たちの健康管理状況調査」結果

　　 1)定 期健康診断の実施状況:52.9%の 事業所で実

　　　施 していたが、飲食店 ・宿泊業は27.4%と 一番少

　　　なかった。

　　 2)地 域産業保健セ ンターの認知度:「よく知ってい

　　　る」は9.2%と 少な く、「初めて聞いた」は51.2%

　　　と過半数 を占めていた。

　　 3)職 場の健康づ くりの取 り組み:「行 っている」

　　　32.1%、 内容の内訳は 「血圧計 などの配置」93ヶ

　　　所、「ポスターを貼 る」54ヶ 所、「ラジオ体操」

　　　52ヶ 所であった。

　 2.研 修会や会議・検討会、出前講座などについては、

　　地域産業保健センター及び地区労働基準協会 と企画

　　から実施まで一緒に取 り組むことができ、連携の必

　　要性 を共有できた。

　 3.事 業所が健康づ くりに活用で きる関係機関の問い

　　合わせ先や窓口が明確になった。

　 4.当 事者である事業主、職場の健康管理担当者、従

　　業員、地域住民へ問題提起する機会 となった。

　 5.基 本健診 自己負担費用の補助制度を1団 体が開始

　　 した。

　 6.地 域産業保健センターの事業や制度を利用する事

　　業所が増えた。

Ⅴ.考 察

　従来、地域保健 と職域保健はそれぞれに独立 した分野

という認識のもとにそれぞれの情報や事業を共有する機

会がなくすすめ られてきた経緯があるのではないか と考

える。
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今回、職域保健関係者 と事業を一緒 に企画、実施する中

で打ち合わせや電話連絡等を頻回にもつ必要性に迫 られ

た。そのことによって、それぞれの連携窓口が明確 にな

り、担当者の顔が浮かぶことで連携が とりやす くなった。
一緒のテーブルで協議 した り、行動することで、お互い

の理解 も深 まり、連絡 も躊躇することなく気軽にで きる

ようになることを実感する一こができた。必要性を認識

しても確認す る機会や頻度が少ないと連携はことばだけ

のもの となるのではないか。いかに共有する機会 をつ く

りその頻度 を多 くもつかが重要 と考 える。

　今後は、当事業をいかに定着させ、今までに築かれた

連携の土台を通常の業務において も、担当者が交代 して

も継続され、さらに強化するために保健所 としての体制

づ くりを検討する必要があると考える。
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